


要約:大阪大学医学部付属病院の移転後に管理した 372 分娩に対し、その早産率と、早産

にいたる背景を解析した。その結果、全体の早産率は 9.4%であり、新生児の集中管理を

必要とする 33 週以前の早産率は 3.2%であった。そのなかで多胎、胎児仮死、胎児奇形な

どを除外すると 6例が産科的に予防すべき早産であった。しかし、現行の妊婦健診ではこ

れらの早産に対する予知、予防には無力であることが示唆された。


